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オンラインを活用した生活支援に関する予備的実証 

- 地域の活動参加につなげることができた若年性認知症の事例からの分析 - 

 

研究分担者：永田 優馬 （国立大学法人大阪大学 大学院医学系研究科情報統合医学精 

             神医学教室 特任研究員(作業療法士)） 

 

研究要旨：[目的]若年性認知症を対象とした社会資源や地域活動の場は少ない。診断

後、社会資源を利用しないまま自宅で無活動な状況で過ごす場合、病状の進行や日常生活

の質の低下に悪影響を及ぼすことは明らかである。自宅外の活動参加に強い抵抗を示した

若年性認知症者に対し、オンラインでの活動を通し、地域の活動参加につなげることがで

きるかを検証する。[方法] 症例は 50 歳代男性、右利き。現病歴として X-4 年ごろより物

忘れを自覚。X 年に受診し、各種検査で若年性 AD と診断された。症例の主訴は物忘れで

あり、MMSE は 21 点、ADAS-cog は 14.66 点。日常生活は ADL 及び IADL 共に自立し

ていた。介護保険等は未申請。診断後も日中の活動の一環として勤務を継続していたが、

仕事上の失敗が増えていたため、仕事から段階的に離れる機会を作り社会参加につなげる

方略としてオンラインを活用した支援を実施することとした。[結果] オンライン支援中の

実施内容としては、①目標共有や活動と休息状況の確認 (20 分)、②運動 (10 分)、③本人

が好きな趣味活動(30 分)とし、合計 1 時間を週に 1 回実施した。オンライン支援は合計

14 回実施した。オンライン支援の活動中に聴取した趣味活動を地域の場でも先生役として

講座を開くことを提案し、症例は快く了承し、実際のプログラムを行うことができた。 

[まとめ] オンライン支援は、時間的拘束も短く、本人の移動も必要なく自宅や職場環境で

容易に実施できるため、本人の抵抗なく継続して取り組むことができたと考えられる。オ

ンライン支援を通して地域活動の参加に繋げることができた要因として、本人の役割を提

案し、役割に沿った活動内容をオンラインだけでなく地域の場で提供できることは、社会

参加につなげる上でも重要であると考えられる。 

 

Ａ．研究目的 

我々は多職種協働による認知症者の地域

生活支援として、当院の専門外来受診患者

および検査入院患者を対象に自宅訪問によ

る生活指導を行ってきた。しかし、新型コロ

ナウィルス感染拡大の蔓延によって訪問の

延期や自粛など支援活動に著しい制限を受

けたため、認知症者の在宅生活維持には欠

かせない生活機能の評価および介入指導、

安全な生活環境の確保などが滞る事態とな

った。そのため、我々は訪問を行う専門職種

が患家に出向くことなく ADL や住環境の

評価・生活指導を行えるよう、マニュアルに

沿って介護者に自宅写真を撮ってもらい、

回収した写真から生活を評価する非訪問型

の生活評価システムを開発した。しかし、写

真からの評価だけでは対象者の生活状況を

確認することは難しい。そこで、患家にある

パソコンやタブレットを Zoom などのオン

ライン会議システムで病院とつなぎ、画面

越しに生活指導を行う方法も同時に開発し

た。 
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オンラインを用いた生活支援として、ADL

の評価・介入以外の支援方法の活用も期待

される。その一例として若年性認知症者へ

の利用が考えられる。若年性認知症は 65 歳

未満で発症した認知症のことを指し、全国

における若年性認知症者数は3.57万人と算

出されているが、認知症高齢者と比較して

対象者数が少ないことも影響し、若年性認

知症を対象とした社会資源や地域活動の場

は少ない。診断後、社会資源の利用や地域活

動の参加につながらない状態で自宅で無活

動に過ごす場合、病状の進行や日常生活の

質の低下に悪影響を及ぼすことは明らかで

ある。自宅外の活動参加に強い抵抗を示し

た若年性認知症者に対し、オンラインでの

支援により地域活動の参加につなげること

ができるかを検証する。 

B. 研究方法 

【対象】 

症例は 50 歳代男性、右利き。現病歴とし

て X-4 年ごろより物忘れを自覚。X 年に受

診し、各種検査で若年性 AD と診断された。

既往歴の特記事項はなし。症例の主訴は物

忘れであり、MMSE は 21 点、ADAS-cog は

14.66 点であった。日常生活は ADL 及び

IADL 共に自立していた。Physical Self-

Maintenance Scale 6/6 、 Lawton 

Instrumental Activity of Daily Living の男

性項目は 5/5。介護保険等は未申請であっ

た。 

当科初診から 1 年後、ADL は自立してい

るため、ADL の維持・改善を目的としたオ

ンライン支援の適用とはならなかった。し

かし、症例は日常の課題として、自身が仕事

上で失敗を経験する機会が増えることや、

できないことを無理に実施し仕事で用いる

機械を壊すなどが生じ、仕事中の焦燥感が

高まっていた。また、仕事中に同僚に対して

「やめてしまえ」などと怒る場面も見られ、

周囲の負担が高まっていた。病状の進行も

踏まえ徐々に仕事以外の社会参加の場につ

なげることが望ましいものの、社会資源の

利用や地域活動への参加に本人は強い抵抗

を示しており、介護保険等も未申請のまま

であった。そこで、仕事から段階的に離れる

機会を作り社会参加につなげる方略として

オンライン支援を実施することとした。対

象者および家族に対して文書を用いて研究

の趣旨を説明し同意を得ている。 

 

C. 結果 

オンラインを用いた活動の第一の目標と

して、段階的に仕事から離れる機会を作る

こととし、仕事以外の活動取り組みの時間

を増やす目的で、平日の日中にオンライン

支援を行うこととした。事前評価にて本人

がオンライン機器を一人で使用することが

困難であることが確認された。そこで、症例

の居住地域の初期集中支援チームのスタッ

フと協働し、スタッフが自宅を訪問したの

ちオンライン支援機器の用意を支援し、一

緒に参加することとした。オンライン支援

中の実施内容としては、①目標共有や活動

と休息状況の確認 (20分)、②運動 (10分)、

③本人が好きな趣味活動(30 分)とし、合計

1 時間を週に 1 回を 15 週実施することとし

た。③について、オンライン支援中に実際の

活動を用いることは限界があるため、本人

が得意とする趣味活動を聞き取ったのち、

その内容について本人が先生役、スタッフ

が聞き手役として、得意な趣味について語

る場とした。支援期間中の感想として「楽し

かった」「気が休まった」といった肯定的な

内容が聞き取れた。最終的にオンラインで
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の支援活動を 14 回実施することができた。

次の目標として、オンラインで聴取してい

た趣味活動を地域の場でも先生役として講

座を開くことを提案し、症例は快く了承し

た。オンライン支援期間中に聞き手役とし

て聴取した内容を本人に確認しながらスラ

イドにまとめ、その内容を地域の場で伝え

た。講座の参加者には、本人に関わる病院ス

タッフや初期集中支援チームのスタッフ以

外の人も参加していた。また、事前に準備を

依頼していなかった実際の趣味の道具を持

参され、実演を交えて紹介しており、楽しく

活動に取り組むことができていた。加えて、

この教室の取り組みの前後では、地域活動

へボランティアとして参加するようになっ

た。その際には、「〇〇さんはこの地域に詳

しいから、案内して欲しい」などの役割を担

う形でお願いすることで、拒否なく社会参

加につなげることができた。 

 

D. 考察 

 オンライン支援は、時間的拘束も短い以

外に、本人の移動も必要なく自宅や職場環

境で容易に実施できるため、本人の抵抗な

く継続して取り組むことができたと考えら

れる。ただし、オンライン支援に必要な電子

機器の操作には、認知機能障害が影響する

ため、支援者の存在が不可欠となる。 

オンライン支援を通して社会参加に繋げ

ることができた要因として、本人の役割を

提案し、役割に沿った活動内容を提供でき

ることは、社会参加につなげる上でも重要

であると考えられる。また、オンライン支援

の実施期間中は、初期集中支援チームも毎

回参加していたため、この活動を通して本

人と顔馴染みとなることができ、顔馴染み

の他者がいる場であるからこと、地域の活

動の場につながるができたことも要因の一

つとして考えられる。 

 

E. 結論 

本研究の一例において、オンラインでの

生活支援の一端として、若年性認知症者の

地域活動への参加につなげることができ

た。本人の役割を提案し、役割に沿った活

動内容をオンラインだけでなく地域の場で

提供できることは、社会参加につなげる上

でも重要であると考えられる。ただし、若

年性認知症者に対応した社会参加の場は少

ないため、これらのニーズに応じた社会環

境の整備が求められる。 
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